	質　問　１

	
６　利用料金及び指定管理料に関する事項

（３）指定管理料における人件費スライドの適用について

エ 変動率の計算式（ア）算定方法の際に用いる常勤職員と非常勤職員分類について、その定義をご教示ください。
（出勤日数、労働時間、指定管理者の雇用形態、または指定管理者の任意等）


	回　答

	
　算定に用いる常勤職員と非常勤職員の分類は、指定管理者の就業規則等における「雇用形態」を基準として、以下のとおり分類してください。
なお、指定管理者の組織体制により、勤務形態の呼称や労働条件は異なるため、実際の雇用契約等に基づき客観的かつ適切に判断してください。

①　常勤職員
指定管理者において、期間の定めのない雇用契約を締結している職員や、フルタイムで勤務している職員。
（例：正規雇用職員、フルタイム労働をしている職員、月給制の職員など）

②　非常勤職員
上記①以外の職員であり、臨時的に雇用される者や、所定労働時間が常勤職員よりも短い職員。
（例：臨時的に雇用された職員、パートタイム労働者、時給制の職員など）







	質　問　２

	
６　利用料金及び指定管理料に関する事項

（３）指定管理料における人件費スライドの適用について

「様式第 ４号 賃金スライド対象人件費提案額を基準額として５年間固定する」とありますが、常勤または非常勤職員の増減、もしくは常勤から非常勤など、雇用形態の変更があった場合にも基準額に変更はないという認識で宜しいでしょうか。


	回　答

	
お見込みのとおりです。























	質　問　３

	
６　利用料金及び指定管理料に関する事項

（３）指定管理料における人件費スライドの適用について

賃金スライド提案額は常勤・非常勤ともに総額となっておりますが、算定方法に用いるＲ８年度の月例給及びＲ８年度の特別給与割合とは何を指しますか。


	回　答

	
「Ｒ８年度の月例給」及び「Ｒ８年度の特別給与割合」とは、兵庫県人事委員会が例年10月に公表している「職員の給与等に関する報告及び勧告」に記載されている民間従業員の数値を指します。同資料は兵庫県人事委員会のホームページでご確認いただけます。

① Ｒ８年度の月例給について
兵庫県人事委員会が「職種別民間給与実態調査」等を用いて算出した、民間企業従業員の給与（月例給）を指します。

※行政職と民間企業従業員（事務・技術関係）について、役職段階や学歴等が同等な者同士を対比させ、ラスパイレス方式により加重平均して比較・算出されたものです。
（参考：令和７年度公表の民間従業員の月例給は 405,150円 です。）

② Ｒ８年度の特別給与割合について
同資料に記載されている、民間における特別給（期末手当・勤勉手当等）の年間の支給月数を指します。
（参考：令和７年度公表の年間の支給月数は 4.64月分 です）

③ 対象となる人件費（提案額）の考え方
なお、指定管理料として提案いただく人件費の算定に当たっては、労働基準法第11条に規定されるもののうち、指定管理者の取扱状況に応じて以下を基準に適切に判断してください。
· 対象となる例：給与・賃金、賞与（期末・勤勉手当）など賃金水準の変動に連動して基本額等が変わるもの。
· 対象外の例：通勤手当、住宅手当、健康診断費など。
· [bookmark: _GoBack]自主事業の取扱い：自主事業のみを担当する職員の人件費は、指定管理者の責任と経費負担で実施されるものであるため、算定の対象外とします。

【参考】
令和7年人事委員会給与勧告（ＨＰアドレス）
https://web.pref.hyogo.lg.jp/ji01/20251010_2.html
該当ページ：７～９ページ



























	質　問　４

	
６　利用料金及び指定管理料に関する事項

（３）指定管理料における人件費スライドの適用について
ウ　算定方法と支払いの流れ

提案する「基準額」に対して令和９年度からの「累積変動率」を乗じて算出するありますが、仮に令和１０年度以降、人件費実績値（令和 9 年度からの増額実績値）と算出された調整金に乖離があった場合も、調整金の追加もしくは減額などは行わないという理解で宜しいでしょうか。


	回　答

	
お見込みのとおりです。
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